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1．研究背景、研究開発⽬的及び研究⽬標
【研究背景】
2045年までに県外最終処分することが法律で定められて
おり、地元との約束となっている。同時に、原発事故によ
る⼤きな被害を受けた中間貯蔵施設周辺復興地域の将来像
について、技術的観点だけでなく、ステークホルダーとと
もにそれを共有していくことが必要である。事故を経験し
た我が国が、歴史的な災禍を乗り越えて成熟した社会を創
り上げていくうえで最も重要な命題である。
【研究開発⽬的】
中間貯蔵施設周辺復興地域の環境回復に向け、除去⼟壌等
の有効利⽤、県外最終処分を実現するため、技術システム
のシナリオを提案する。復興が進む周辺地域と、中間貯蔵
施設の温度差が⽣じないよう、将来デザインを提案する。
県外最終処分における円滑かつ公正な合意形成に向けて、
様々なオプションの社会受容性を評価し、社会・経済⾯を
考慮した合意形成フレームワークを⽴案する。
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1．研究背景、研究開発⽬的及び研究⽬標
【プロジェクト全体⽬標】
 除去⼟壌や副産物の有効利⽤、汚染廃棄物等の県外最終処分を着実に実現するため、効

率的かつ低コストな技術の組合せを意識した技術システムのシナリオを提案する。
 既存の復興の戦略を踏まえつつ、中間貯蔵施設周辺復興地域環境の課題と未来技術の活

⽤を考慮し、先⾏して復興が進む周辺地域との温度差が⽣じないよう、地域の復興の具
体的なイメージ、施設等整備、交流戦略、産業戦略等の参考となりえる将来デザインを
提案する。

 県外最終処分および中間貯蔵施設周辺復興地域の将来デザインにおける円滑かつ公正な
合意形成に向けて、様々なオプションの社会受容性を評価するとともに、本課題特有の
次世代の⽅々の考えを意識しつつ、多元的公正や環境⾯だけでなく、社会・経済⾯を考
慮した合意形成フレームワークを⽴案する。
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2．研究⽬標の進捗状況
（1）進捗状況に対する⾃⼰評価（テーマ１）

テーマ１︓県外最終処分を実現させるための技術システム
の開発研究
【テーマ１⽬標】
中間貯蔵施設内やその周辺地域の環境回復に向け、除去⼟
壌や副産物の有効利⽤や汚染廃棄物等の県外最終処分を着
実に実現するため、効率的かつ低コストな技術の組合せを
意識した技術システムのシナリオ最適化の考え⽅を提案す
る。同時に、国の戦略⽬標の2024 年度以降に必要と考え
られる安定化体の⻑期安定性（溶出性等）評価⼿法、なら
びに県外最終処分施設に求められる封じ込め性能について
技術的知⾒を提⽰する。
【⾃⼰評価】概ね計画通りに達成した。⼀部で未達である
が、計画以上の成果が出ている研究課題もある。
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2．研究⽬標の進捗状況
（1）⾃⼰評価に対する具体的な理由・根拠と⽬標達成の⾒通し（テーマ１）

【具体的な理由・根拠】
 処理・処分シナリオを網羅的に構築し、経済性評価とマスバランス計算を実施し、安定化体

の量と濃度についてはサブテーマ３の最終処分施設構造の検討と共有をした。吸着材へのイ
オン交換理論の適⽤、セメント⽔和物からの⽔素ガス発⽣については計画を超える進展が
あった。

 安定化体からの⻑期溶出にていては、⼀部の安定化体の作製に時間を要しているが、計画よ
りも早く終了している溶出試験体もあり、概ね計画通りの進展といえる。

 既存処分施設に関する情報整理では計画通りの成果を得ている。処分施設の材料物性試験に
ついては、試験条件の統⼀性という観点で不⼗分であったが基礎的検討の試験は終了してい
る。

【⽬標達成の⾒通し】
 サブテーマ間での連携を進めていることから、各サブテーマにおける成果を相互利⽤できる

環境となっており、データ取得のための⼈⼿不⾜等についても互助体制を構築しつつある。
 これまでも計画通りに進展しており、⾏政との連携も継続的に実施していることから、⽬標

を達成できる⾒込みである。
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2．研究⽬標の進捗状況
（1）進捗状況に対する⾃⼰評価（テーマ２）
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テーマ２︓地域資源・環境を活⽤した周辺地域の将来デザイン構築に関する研究
【テーマ２⽬標】
中間貯蔵施設周辺復興地域は事故前には、多様な⾃然環境を有する地域であった。このような地域
は⾥地⾥⼭と呼ばれ、豊かな⾃然地域と都市地域との中間に位置し、多様な⾃然条件・社会条件の
もとに形成されてきた場所であり地域経済活動とも深く関係している。
中間貯蔵施設周辺復興地域の復興計画等との整合を踏まえた将来デザインを創造し、予想される地
域課題と気候変動等の地球規模課題に対応するため、世界最先端の技術を投⼊した地域性を活かし
た脱炭素型未来コミュニティとしての復興拠点と、周辺環境と調和した地域全体の複数の将来デザ
インを構築し、これを達成するための課題と技術を提⽰することを⽬標とする。

【⾃⼰評価】
概ね⽬標達成の⾒込みであり、⼀部で未達、⼀部で予定以上の成果となっている。

現在

地域統合評価モデルによる
定量的な将来デザインの試算住⺠参加型事業の社会実装プロセスを

パターンランゲージで解析

既存事例

、

脱炭素、⾥地⾥⼭、廃炉ビジネスなど幅広い情報を還元
住⺠協働作業による複数の将来デザインを提⽰

 ⾏政担当向け：地域統合評価モデルを活⽤した将来ビジョン、
地域づくりのマニュアル（パターンランゲージ）、

 住⺠向け：協働・共創による地域づくりのためのリーフレット



2．研究⽬標の進捗状況
（1）⾃⼰評価に対する具体的な理由・根拠と⽬標達成の⾒通し（テーマ２）

【⽬標達成の⾒通し】
令和5年度までの⽬標は予定通り達成の⾒込みである。これまでの検討より令和6年度についても計画通りの進展が⾒込ま
れている。⾃治体、地域住⺠、環境省、JESCOとの協⼒体制も良好であり、政策対応に向けた準備も整っている。
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地域統合評価モデル
将来像描写と取組効果の推計

地域資本フレームワーク
地域ポテンシャルの包括的評価

パターンランゲージ
まちづくりプロセスの可視化

定量的な計算
⻑期的な⾒通し
全体像の把握
統計情報ベース
トップダウン的
客観・整合・測定・技術の重視

定性的な分析
短期的な活動
個別事業の推進
現場事例ベース
ボトムアップ的
主観・選好・経験・⾏動の重視

具体的事業
の設計

定量化可能な
活動指標

8分野の
地域特性

⽬標の
達成度

社会変数の
将来値

【具体的な理由・根拠】
 対象地域のステークホルダーへのヒアリングから、中間貯蔵施設周辺と中間貯蔵施設への将

来像に関する認識とその差異を確認することができた。
 統計データを収集し、避難指⽰解除区域の居住⼈⼝モデルによる重回帰分析から、⼈⼝回復

の遅れにつながる要因を明らかにした。
 地域資本を「⾃然資本、財務資本、製造資本、⼈的資本、⽂化資本、社会的関係資本、政治

資本、デジタル資本の8つの区分に整理し、内発的な事業推進に資する指標が選定し、地域
統合評価モデルで定量化可能な指標に翻訳する道筋を構築した。

 事業の事例調査から住⺠対話とコミュニティ内での意思決定プロセスの理解の重要性を確認
し、14のパターンを抽出した。

 カメラトラップによる調査を⾏った結果、中間貯蔵施設区域ではホンドタヌキ、ホンドギツ
ネ、ニホンノウサギの観察頻度が⾼くなっており、この区域では⾥地⾥⼭の環境が維持され
ていることが⽰唆された。

 ⾚トンボ類の調査から⾏動範囲の狭いノシメトンボが中間貯蔵施設区域内で⾼い頻度で観察
されたことから、中間貯蔵施設区域内では⽔場を利⽤する昆⾍類が維持できる環境にあるこ
とが⽰唆された。

 熊川河⼝においてアラメを構成種とする藻場が⾒つかった。総⾯積は20,450 m2であり、
1998年の調査では10,000 m2のアラメ場が⾒つかっていたことから、2倍に拡⼤しているこ
とが明らかにした。

 ⽣態系サービスの評価では、供給サービスである⽔稲、⻨類・⼤⾖、畜産、海⾯漁業につい
て、避難地域内外ともに震災によって著しく減少⼜はゼロにまでなった供給量が、近年に
なって回復を⾒せていた。

地域づくりパターンランゲージ



2．研究⽬標の進捗状況
（1）進捗状況に対する⾃⼰評価（テーマ３）
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テーマ３︓県外最終処分・周辺地域の将来デザイン利⽤に向けた社会受容性評価と合
意形成フレームワークに関する研究

【⾃⼰評価】
概ね⽬標達成の⾒込みであり、⼀部で予定以上の成果となっている。

【テーマ３⽬標】
除去⼟壌等の県外最終処分および中間貯蔵施設周辺復興地域の将来デザインに応じた⼟地利⽤におけ
る円滑かつ公正な合意形成に向けて、様々なオプションの社会受容性を評価するとともに、本課題特
有の次世代を意識しつつ、多元的公正や環境⾯だけでなく、社会・経済⾯を考慮した合意形成フレー
ムワークを⽴案する。具体的には、以下の5つを最終⽬標として設定する。
●県外最終処分
(A-1)県外最終処分等シナリオの社会受容性評価およびステークホルダーが重要視する重要指標抽出
(A-2)県外最終処分等に対する多⾯的評価法によるシナリオ分析およびステークホルダーの受容性に
内在するメカニズムの質的分析
(A-3)県外最終処分等における多元的公正やステークホルダーの多⾯性を考慮した建設的な対話の場
を通じた合意形成フレームワークの提⽰
●中間貯蔵施設周辺復興地域
(B-1＆2)中間貯蔵施設周辺復興地域の地域ストック（歴史や記憶）のデジタルコンテンツ化および重
要項⽬抽出および⽅法論の整理
●合意形成フレームワーク
(-)多元的公正、環境・社会・経済⾯を考慮した合意形成フレームワーク素案⽴案（R６年実施なので
未実施）



2．研究⽬標の進捗状況
（1）⾃⼰評価に対する具体的な理由・根拠と⽬標達成の⾒通し（テーマ３）
【具体的な理由・根拠】下記理由により、概ね⽬標達成の⾒込みであり、⼀部で予定以上の成果となっている。
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項⽬ 根拠
(A-1)県外最終処分等シナリオの社会受容性評
価およびステークホルダーが重要視する重要指
標抽出

半構造化⾯接、郵送法アンケート、国際オンラインアンケートに関して
は計画通り進んでいる。また、追加で、オンラインアンケート、追加解
析を実施した。さらにR5年に実施予定だった情報提供について、取りま
とめも環境省への早期情報提供を⽬的として前倒しで実施した。

(A-2)県外最終処分等に対する多⾯的評価法に
よるシナリオ分析およびステークホルダーの受
容性に内在するメカニズムの質的分析

多⾯的評価のシナリオ分析、受容性メカニズムの質的解析は計画通り進
んでいる。

(A-3)県外最終処分等における多元的公正やス
テークホルダーの多⾯性を考慮した建設的な対
話の場を通じた合意形成フレームワークの提⽰

集団討議実験に関して実験的検証を計画より早く進めており、模擬市⺠
参加ワークショップは2022年度に2回開催、本年9⽉にも実施予定であ
り、予定よりも進捗している。

(B-1＆B-2)中間貯蔵施設周辺復興地域の地域
ストック（歴史や記憶）のデジタルコンテンツ
化および重要項⽬抽出および⽅法論の整理

R５年実施予定のデジタルコンテンツの作成・改良を予定より早く終え、
さらに、地域住⺠・役場の要望を受け「⼤字誌 細⾕」は追加して印刷版
を作成し住⺠等に配布した。

【⽬標達成の⾒通し】
現状の進捗が計画以上進んでおり、、サブテーマ内・サブテーマ間の連携、双⽅向的な情報交換は円滑であり、適切なプロジェ
クトの進捗管理およびワークショップ等の合同開催等による資⾦の効率的な使⽤もできている。海外機関との連携も順調である。
また、環境省や地元⾃治体、JESCO、地元住⺠との連携やも継続的に実施しており、⽬標を達成できる⾒込みである。



（1）⾃⼰評価に対する具体的な理由・根拠と⽬標達成の⾒通し（テーマ３）
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表 知識、賛否、リスク認知等間の相関係数

スピアマンの順位相関係数, ** p < 0.001, * p < 0.05

(1)県外最終処分等シナリオの社会受容性
評価およびステークホルダーが重要視する
重要指標抽出の研究成果の⼀例

オンラインアンケートの結果、最終処分へ
の賛成度はリスク認知、不衡平感、保護価
値と負の相関があり、震災への興味、除染
と最終処分の知識とは正の相関があった

(4)中間貯蔵施設周辺復興地域の地域ストック（歴史や記
憶）のデジタルコンテンツ化および重要項⽬抽出および⽅法
論の整理の研究成果の⼀例

地域ストックのデジタルコンテンツ化として①WEB-3次元
地理空間情報ソフトウェアを⽤いた整理、②３次元⽴体模型
図とプロジェクションマッピング、地域住⺠の要望を踏まえ
た③地域の記録を残した「⼤字誌 細⾕」（デジタル版及び
アナログ版）の作成

図 WEB-3次元地理空間情報ソフトウェア

図 ３次元立体模型図とプロジェクション
マッピング

図 地域の記録を残した「大字誌 細谷」



3. 研究成果のアウトカム（環境政策等への貢献）
【⾏政等が活⽤することが⾒込まれる成果】

県外最終処分に向けた国の戦略⽬標である2024年度に向け、環境省ならび
にJESCOとの意⾒交換を継続的に実施しており、テーマ１から得られた減容
化等の処理・処分シナリオ、吸着材の性能評価⽅法、安定化体の⻑期安定性
評価、最終処分施設構造要件、テーマ2から得られた住⺠参加型事業のパ
ターンランゲージ、地域資本の新しい枠組み、地域⽣態系サービス、テーマ
3から得られた県外最終処分の社会的受容性や賛否に対する影響因⼦の評価、
合意形成における積極的な双⽅向コミュニケーションの有⽤性、中間貯蔵施
設地域の記憶・記録を残す重要性と整理⽅法のいずれについても、将来の具
体的な設計に活⽤することが可能である。

【⾏政等が既に活⽤した成果】
テーマ１からは、環境省に⼀連の処理・処分シナリオ研究成果を報告し、国
の戦略⽬標に向けた課題検討に貢献した。
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5．研究の効率性
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 テーマ間の相互関係構築、研究者間の意識共有のため、地域の⾏政担当者を招いて
課題勉強会（フィールドワーク）を開催した。

 テーマリーダー間のスケジュール管理を共有、メーリングリストを活⽤して研究参
画者の動向、情報共有を徹底、web会議システムを有効活⽤し、対話による情報交
換、研究進捗管理を実施することができた。

 ⾃治体・住⺠の意識・動向などを定期的に把握することを意識し、連絡の徹底、ヒ
アリング議事録などを研究者間で速やかに情報共有することを常に実施した。

 2023NEW環境展において、多くの来場者に研究推進、研究内容についてコメント
を頂き、今後の研究活動の参考となった。

 会議の⽇程調整や会議議事録等については研究者側の負担を軽減するため、広告代
理店への外注によって進めることができた。

 研究者が別途実施している、令和５年度 環境再⽣事業等の理解醸成等に関する効果
検証業務と連携し、学⽣向けにパターンランゲージによる模擬的な地域づくりを実
施できた。


